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ひらつか行革ミーティング（以下「ミーティング」という。）は、今後進めるべき

行財政改革に資する新たな取組や本市の行財政改革を進める上で課題となっている

事項について、外部の視点から意見や助言をいただき、更なる行財政改革の推進につ

なげることを目的とし、平成29年度から取組を開始しています。 

 

 

平成30年度は、「総合計画の推進」をテーマに実施します。 

平成31年度の総合計画の中間見直しを前に、重点施策を構成する12の個別施策の

進捗状況や課題を踏まえ、次の個別施策を対象としています。 

 

 

 

 

 

 

ミーティングにより取りまとめた意見は、平成31年度の総合計画の中間見直しにお

ける総合計画審議会などの庁内外での（基礎）資料とします。 

 

 

 ミーティングは全4回の開催を予定しており、それぞれの実施内容は次のとおりで

す。 

 

時期 実施内容 

8月23日  【第1回】 ・実施概要の説明 

12月18日 【第2回】 ・資料の説明、質疑応答 

1月（予定）【第3回】 ・個別施策ごとに意見交換 

3月（予定）【第4回】 ・意見の取りまとめ 

 

１ 概要 

２ 平成30年度テーマ 

３ スケジュール 

〇重点施策：Ⅰ 強みを活かしたしごとづくり 

個別施策：（１）基幹産業の競争力を強化する 
 
〇重点施策：Ⅱ 子どもを産み育てやすい環境づくり 

個別施策：（２）安心して子育てができる環境をつくる 
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意見交換は取組（事業）単位ではなく、施策単位で実施し、施策をより推進させる

ために必要と考えられる意見をまとめていきます。 

意見交換に当たっては、個別施策シートの『重要業績評価指標（KPI）』、『施策の推

進に向けた主な取組の「成果」』、『施策を推進する上での「課題』、『課題解決を図る

ための「取組方針」』について御意見をいただきます（「意見交換のイメージ」参照）。 

御意見をいただく過程で、必要に応じて関連する取組（事業）シートを参照します。 

 

【意見交換のイメージ】 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

４ 意見交換の進め方 

・重要業績評価指標（KPI） 

・施策の推進に向けた主な取

組の「成果」 

・施策を推進する上での「課

題」 

・課題解決を図るための「取

組方針」 

関連する事業 

取組（事業）

シート 

意見交換の対象となる

「個別施策シート」 

・主な取組と成果 

・今後に向けた課題の分析 

・課題に対する考え方 など 

・施策に貢献できる成果

となっているか。 

・より高い成果が必要で

ないか。 

・正しい課題認識か。 

・課題を解決できる取組

方針か。 

意見（議論）の

視点例 

取組（事業）

シート 議論を補完するため、

必要に応じて参照 
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【個別施策シート】 

（１） 重点業績評価指標（ＫＰＩ） 

施策の進捗状況を測るために定量的に設定した指標を記載しています。 

（２）施策の推進に向けた主な取組の「成果」 

重点業績評価指標（ＫＰＩ）以外に施策の推進に貢献している定性的な評価

を記載しています。 

（３）施策を推進する上での「課題」 

施策の推進に向けた主な取組の「成果」を踏まえるとともに、将来のあるべ

き姿を想定した上で、取り組むべき「課題」について記載しています。 

（４）課題解決を図るための「取組方針」 

施策を推進する上での「課題」を踏まえた「取組方針」を記載しています。 

（５）関連する【取組】と（事業） 

施策に特に関連の深い事業を実施計画事業として掲げ、関連する施策に記載

しています。 

 

【取組（事業）シート】 

  個別施策シートに記載されている内容は、実施計画事業と関連しています。 

個別施策を把握する際に、必要に応じて各事業の「事業の概要や事業詳細」、「主な

取組と成果」、「今後に向けた課題の分析・課題に対する考え方」などを参照してく

ださい。 

 

 

 

 

 第２回ミーティングの開催に先立ち、各委員へ事前に資料を配付し、質問等を確認し

たところ、３件の質問等がありました。 

 各質問等及びその回答は次のとおりです。 

 

 

 

５ 個別施策シート、取組（事業）シートの解説 

６ 事前質問等 
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区
分

質
問
等

回
答

1
Ⅰ
－
(
1)

　
な
ぜ
魅
力
化
実
施
店
舗
数
が
Ｋ
Ｐ
Ｉ
に
な
っ
て
い
る
の

か
を
理
解
す
る
こ
と
が
で
き
な
い
。
累
計
で
も
5
0と
い
う

こ
と
で
、
目
標
が
低
す
ぎ
る
し
、
そ
れ
が
「
商
店
等
魅
力

ア
ッ
プ
推
進
事
業
」
に
よ
る
も
の
だ
と
す
る
と
、
ほ
と
ん

ど
予
算
が
投
じ
ら
れ
て
い
な
い
。

　
も
う
一
方
の
事
業
拡
大
や
新
技
術
・
新
商
品
等
の
相

談
・
紹
介
件
数
は
、
上
記
よ
り
は
妥
当
な
指
標
だ
が
、
や

は
り
年
間
目
標
値
が
5
0件
に
も
満
た
な
い
も
の
を
、
重
要

業
績
評
価
指
標
と
呼
ぶ
の
は
、
不
適
切
。
よ
り
活
動
の
実

態
を
把
握
す
る
目
的
の
指
標
と
す
る
べ
き
。

  
特
に
事
業
の
中
心
と
な
っ
て
い
る
中
小
企
業
経
営
支
援
事

業
、
企
業
立
地
等
促
進
事
業
は
、
そ
の
業
績
を
把
握
す
る

必
要
が
あ
る
。
両
事
業
と
も
、
活
動
指
標
が
パ
ン
フ
レ
ッ

ト
発
行
部
数
と
な
っ
て
お
り
、
事
業
の
実
態
を
知
る
こ
と

が
で
き
な
い
。

　
「
成
果
」
に
は
、
「
企
業
の
事
業
と
雇
用
機
会
の
拡
大

を
促
進
し
ま
し
た
」
と
あ
る
が
、
具
体
的
に
ど
の
よ
う
に

拡
大
さ
れ
た
の
か
を
知
る
こ
と
が
で
き
な
い
。

　
雇
用
の
創
出
に
関
す
る
具
体
的
な
成
果
が
知
り
た
い
。

　
魅
力
あ
る
商
品
や
サ
ー
ビ
ス
な
ど
を
提
供
す
る
店
舗
に
は
、
多
く
の
消
費
者
が
訪
れ
る
こ
と
か

ら
、
個
店
の
魅
力
化
を
促
進
す
る
こ
と
に
よ
り
、
市
内
経
済
の
循
環
が
高
ま
り
ま
す
。

　
専
門
家
の
派
遣
等
を
通
じ
て
個
店
の
経
営
強
化
を
支
援
し
、
魅
力
あ
る
個
店
づ
く
り
を
促
進
し
て

い
ま
す
が
、
個
店
へ
の
専
門
家
派
遣
に
つ
い
て
は
、
同
様
の
取
組
を
実
施
し
て
い
る
近
隣
自
治
体
は

少
な
く
、
ま
た
、
実
施
自
治
体
と
比
較
し
て
も
妥
当
な
目
標
値
及
び
予
算
額
で
あ
る
と
考
え
て
い
ま

す
。

　
こ
の
指
標
は
「
用
地
等
問
合
せ
件
数
」
「
企
業
立
地
促
進
補
助
金
事
前
相
談
件
数
」
「
中
小
企
業

設
備
投
資
促
進
助
成
金
事
前
相
談
件
数
」
「
産
学
共
同
研
究
事
業
化
補
助
金
交
付
件
数
」
「
大
学
・

企
業
等
の
マ
ッ
チ
ン
グ
件
数
」
「
特
徴
の
あ
る
企
業
経
営
の
紹
介
」
「
先
端
技
術
・
事
業
機
会
の
紹

介
」
「
工
場
立
地
法
届
出
件
数
」
等
を
合
計
し
た
件
数
と
な
っ
て
い
ま
す
。

　
な
お
、
こ
れ
ら
の
数
値
は
、
本
市
の
製
造
業
の
経
済
動
向
に
直
結
す
る
重
要
な
指
標
で
あ
る
と
捉

え
て
お
り
、
重
点
施
策
Ⅰ
の
数
値
目
標
で
あ
る
「
工
場
の
新
設
や
増
築
を
行
っ
た
企
業
数
」
に
つ
な

が
る
指
標
と
考
え
て
お
り
ま
す
。

　
中
小
企
業
経
営
支
援
事
業
は
、
中
小
企
業
者
等
の
経
営
の
安
定
を
図
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
支

援
を
必
要
と
し
て
い
る
中
小
企
業
者
等
へ
中
小
企
業
融
資
や
付
随
す
る
補
助
金
を
交
付
し
て
い
ま

す
。

　
企
業
立
地
等
促
進
事
業
は
、
企
業
の
施
設
整
備
、
環
境
設
備
、
新
規
雇
用
等
の
事
業
拡
大
へ
の
投

資
を
促
進
し
、
工
業
を
活
性
化
す
る
こ
と
を
目
的
と
し
て
、
施
設
整
備
等
を
行
う
中
小
企
業
者
等
へ

助
成
金
を
交
付
し
て
い
ま
す
。

　
こ
の
こ
と
か
ら
、
　
両
事
業
と
も
制
度
の
周
知
が
重
要
で
あ
る
と
考
え
、
活
動
指
標
は
制
度
を
広

く
周
知
す
る
こ
と
で
「
事
業
拡
大
や
新
技
術
・
新
商
品
等
の
相
談
・
紹
介
」
が
促
進
で
き
、
か
つ
、

短
期
で
計
測
可
能
な
数
値
を
指
標
と
し
て
ビ
ジ
ネ
ス
支
援
ガ
イ
ド
ブ
ッ
ク
の
企
業
等
へ
の
配
付
、
郵

送
等
の
部
数
と
し
て
い
ま
す
。

　
企
業
立
地
等
促
進
事
業
は
、
事
業
拡
大
に
伴
う
生
産
施
設
や
設
備
へ
の
投
資
を
促
進
す
る
も
の
で

す
。
さ
ら
に
、
一
定
規
模
以
上
の
投
資
を
補
助
対
象
と
し
て
お
り
、
施
設
整
備
助
成
を
受
け
た
企
業

が
常
用
の
従
業
員
を
雇
用
し
た
場
合
に
は
新
規
雇
用
の
助
成
を
行
っ
て
い
ま
す
。

　
平
成
2
9年
度
は
、
施
設
整
備
助
成
３
件
と
環
境
設
備
助
成
１
件
を
新
た
に
承
認
し
た
ほ
か
、
施
設

整
備
助
成
金
1
8件
、
中
小
企
業
設
備
投
資
助
成
金
２
件
、
企
業
立
地
奨
励
助
成
金
２
件
、
市
内
発
注

助
成
金
１
件
を
交
付
し
ま
し
た
。
ま
た
、
新
規
雇
用
助
成
金
は
２
件
（
２
名
分
）
を
交
付
し
て
い
ま

す
。

　
生
産
設
備
の
増
設
な
ど
の
投
資
が
な
さ
れ
て
い
ま
す
が
、
具
体
的
な
投
資
内
容
に
つ
い
て
は
、
企

業
毎
に
異
な
り
、
ま
た
、
企
業
が
公
表
し
て
い
な
い
投
資
内
容
を
本
市
が
記
載
す
る
こ
と
は
適
切
で

は
な
い
と
考
え
て
い
ま
す
。

　
な
お
、
雇
用
の
創
出
に
つ
い
て
は
、
別
事
業
で
実
施
し
て
い
ま
す
。
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区
分

質
問
等

回
答

2
Ⅱ
-
(
2)

　
非
常
に
取
組
が
充
実
し
て
い
る
た
め
、
Ｋ
Ｐ
Ｉ
は
、
満

足
指
標
と
す
る
段
階
と
な
っ
て
い
る
の
で
は
な
い
か
。

　
保
育
士
の
待
遇
改
善
に
ど
の
よ
う
に
取
り
組
ん
で
い
る

の
か
。
（
子
ど
も
に
対
す
る
数
を
改
善
し
て
い
る
こ
と
は

理
解
し
ま
し
た
が
。
）

　
次
の
段
階
と
し
て
、
特
色
の
あ
る
保
育
園
の
誘
致
を
目

指
し
て
み
て
も
よ
い
か
も
し
れ
な
い
。

　
子
育
て
支
援
の
取
組
に
つ
い
て
は
、
引
き
続
き
定
量
的
な
指
標
で
あ
る
Ｋ
Ｐ
Ｉ
の
目
標
達
成
に
向

け
て
進
め
て
ま
い
り
ま
す
。
そ
の
結
果
と
し
て
、
市
民
の
満
足
度
も
上
昇
し
て
い
く
も
の
と
考
え
て

お
り
ま
す
。

　
な
お
、
本
市
で
は
今
後
の
ま
ち
づ
く
り
を
進
め
る
基
礎
資
料
と
し
て
「
市
民
意
識
調
査
」
を
実
施

し
て
お
り
、
「
ま
ち
づ
く
り
に
対
す
る
重
要
度
や
満
足
度
」
等
を
把
握
し
、
施
策
の
見
直
し
に
活
用

し
て
お
り
ま
す
。

　
民
間
保
育
所
を
運
営
す
る
た
め
の
経
費
は
、
国
が
定
め
る
基
準
に
従
い
施
設
の
定
員
や
受
入
児
童

数
等
に
よ
っ
て
算
出
さ
れ
、
市
か
ら
各
保
育
所
へ
給
付
費
と
し
て
給
付
し
て
お
り
ま
す
。
給
付
費

は
、
国
、
県
、
市
が
そ
れ
ぞ
れ
定
め
ら
れ
た
負
担
割
合
に
基
づ
き
公
費
を
充
て
る
ほ
か
、
利
用
世
帯

か
ら
の
保
育
料
が
充
て
ら
れ
て
い
ま
す
。
こ
の
給
付
費
か
ら
保
育
士
の
給
与
が
賄
わ
れ
る
た
め
、
保

育
士
の
給
与
面
に
お
け
る
待
遇
改
善
は
、
国
の
定
め
る
基
準
が
大
き
く
影
響
し
ま
す
。

　
こ
れ
ま
で
、
国
家
公
務
員
を
対
象
と
す
る
人
事
院
勧
告
に
沿
っ
た
改
善
や
、
研
修
制
度
に
よ
る
レ

ベ
ル
ア
ッ
プ
と
連
動
し
た
改
善
が
実
施
さ
れ
て
お
り
、
平
成
2
4年
度
と
平
成
2
9年
度
を
比
較
す
る

と
、
1
0％
を
超
え
る
改
善
が
さ
れ
て
い
ま
す
。
ま
た
、
本
市
独
自
の
も
の
と
し
て
は
、
本
市
へ
転
入

す
る
と
と
も
に
市
内
民
間
保
育
所
へ
就
職
し
た
保
育
士
に
対
し
最
大
1
0
0万
円
の
貸
付
金
を
行
う
（
５

年
継
続
就
労
で
返
済
免
除
）
制
度
を
平
成
2
9年
度
か
ら
、
居
住
地
に
制
限
な
く
市
内
民
間
保
育
所
に

就
職
し
た
保
育
士
に
対
し
年
間
で
最
大
1
2万
円
の
交
付
金
を
支
給
す
る
（
３
年
度
継
続
）
制
度
を
平

成
3
0年
度
か
ら
運
用
し
て
い
ま
す
。

　
こ
の
先
数
年
の
傾
向
と
し
て
、
市
内
全
体
の
人
口
に
つ
い
て
は
、
ほ
ぼ
横
ば
い
と
い
う
こ
と
が
考

え
ら
れ
ま
す
が
、
保
育
需
要
に
つ
い
て
は
引
き
続
き
高
い
状
況
が
続
く
も
の
と
認
識
し
て
い
ま
す
。

出
来
る
だ
け
早
期
に
保
育
の
受
け
皿
確
保
を
図
る
こ
と
に
よ
り
、
先
ず
は
本
市
に
お
け
る
待
機
児
童

解
消
に
向
け
て
取
り
組
ん
で
い
る
と
こ
ろ
で
す
。

　
現
状
で
も
、
体
操
や
英
語
な
ど
の
独
自
の
メ
ニ
ュ
ー
を
導
入
し
て
い
る
保
育
所
も
あ
り
、
将
来
的

に
は
、
子
ど
も
た
ち
や
そ
の
保
護
者
か
ら
選
ば
れ
る
よ
う
な
、
よ
り
特
色
の
あ
る
保
育
の
実
践
や
施

設
整
備
が
進
ん
で
い
く
も
の
と
想
定
し
て
い
ま
す
。
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区
分

質
問
等

回
答

3
Ⅱ
-
(
2)

　
民
間
保
育
所
施
設
整
備
支
援
事
業
の
一
つ
と
し
て
、
重

点
課
題
に
挙
げ
ら
れ
て
い
る
「
子
育
て
支
援
」
　
に
つ
い

て
、
近
隣
市
と
比
較
し
た
場
合
、
「
認
可
保
育
所
」
の
整

備
を
、
さ
ら
に
充
実
さ
せ
、
安
心
し
て
子
育
て
が
出
来
る

さ
ら
な
る
環
境
づ
く
り
を
お
願
い
し
た
い
と
思
い
ま
す
。

　
待
機
児
童
解
消
策
と
し
て
、
平
成
２
３
年
度
か
ら
平
成
２
８
年
度
に
お
い
て
民
間
保
育
所
７
園
の

整
備
を
進
め
た
こ
と
に
よ
り
平
成
２
７
年
度
・
２
８
年
度
と
２
年
連
続
で
待
機
児
童
が
０
人
と
な
り

ま
し
た
が
、
そ
の
後
の
保
育
需
要
の
高
ま
り
を
受
け
て
、
来
年
度
以
降
、
公
立
花
水
台
保
育
園
の
民

営
化
に
伴
う
新
園
整
備
に
よ
る
定
員
増
、
金
目
地
区
で
の
新
園
整
備
及
び
大
野
地
区
の
既
設
保
育
所

の
増
築
な
ど
、
認
可
保
育
所
の
整
備
を
進
め
て
い
く
予
定
で
す
。

　
な
お
、
庁
外
委
員
で
構
成
し
て
い
る
「
平
塚
市
子
ど
も
子
育
て
会
議
」
で
は
、
認
可
施
設
を
中
心

に
保
育
の
受
け
皿
確
保
を
進
め
て
い
く
こ
と
と
し
て
い
ま
す
。
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重点施策名 Ⅰ 強みを活かしたしごとづくり 

個別施策名 （１）基幹産業の競争力を強化する 

実施計画事業名 担当部署 

1 企業立地等促進事業 

産業振興部 産業振興課 
2 中小企業経営支援事業 

3 産学公共同研究支援事業 

4 テクノフェア推進事業 

5 商店等魅力アップ推進事業 
産業振興部 商業観光課 

6 商店街にぎわい創出事業 

7 ツインシティ整備推進事業 都市整備部 都市整備課 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

７ 重点施策Ⅰ 個別施策（１） 
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【シート番号：１－１】       

○事業の位置付け

○事業の概要、年度別事業内容、事業費

（単位：千円）

合計 86,208

事業費内訳
（平成29年度）

費目 決算額 内訳
補助金 86,177 企業立地促進補助金84,664千円

中小企業設備投資促進助成金1,512千円
報償費 31 平塚市ビジネスケースプロジェクト審査謝礼31千円

一般財源 91,856 77,787 86,208 110,231
事業費（A) 91,856 77,787 86,208 110,231

財
源
内
訳 その他　特財 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0
0

国庫支出金 0 0 0 0

起債 0 0 0

目的・目標
　企業の操業継続と新たな市内進出により、工業の活性化が図られています。

事業の概要

　工業の活性化のため、企業の立地に際して施設整備、環境設備、新規雇用、持続可能な経
営奨励に対する助成を行うとともに、中小企業の更なる活性化に向けて、機械装置の導入に
対する助成を行います。

事業詳細

施設整備助成
　企業の新規立地や既存施設の拡張などに要した費用で、土地 建物 償却資産の投資金額
が、大企業…3億円以上、中小企業…5千万円以上の場合、その対象となる部分の固定資産税
相当額の2分の1を7年間助成します。
　さらに、次の条件をいずれか満たす場合、その対象固定資産税額相当額の2分の1を初年度
に限り助成します。
　 市内発注奨励助成として、建物・償却資産の全額を市内発注した場合
　 企業立地奨励助成として、研究所や情報通信業を行う場合、又は5000平米以上の用地取
　 得の場合
　･限度額：助成累計5億円
 （注）操業から3ヶ月以内の申請が必要です。

　施設整備助成の適用を受ける事業者で、必要な要件を満たした場合、それぞれ環境設備助
成、新規雇用助成、持続可能な経営奨励助成を上乗せします。

上位施策
への貢献

　工業の活性化を図るため、企業の立地に際して施設整備、環境設備、新規雇用、持続可能
な経営奨励に対する助成を行うとともに、中小企業の更なる活性化に向けて、機械装置の導
入に対する助成することで、基幹産業の競争力の強化に寄与しています。

平成27年度
決算額

平成28年度
決算額

平成29年度
決算額

平成30年度
予算額

取組（事業）シート

実施計画事業名 企業立地等促進事業

事業担当
部・局、課、担当名

産業振興部　産業振興課　企業支援・労政担当

重点施策名 Ⅰ　強みを活かした仕事づくり

個別施策名 （１）基幹産業の競争力を強化する
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【シート番号：１－１】       

○事業の実績
単位

目標
実績

単位

目標
実績

○事業分析

○次年度以降の取組

○参考資料

平成29年度の主な取組と成果
　事業所の新増設に係る施設整備助成３件、環境設備助成１件を新たに承認しました。また、施設整備助成金
１８件、中小企業設備投資促進助成金２件、企業立地奨励助成２件、市内発注奨励助成１件、新規雇用助成２
件を交付し、企業の事業と雇用機会の拡大を促進しました。

　茅ヶ崎市：ロボット関連は課税免除。減免課税（固定資産税等の減免課税1/3大企業1億円以上投資で5年
　　　　　　間、3億円以上で7年間）
　小田原市：減免課税（3年間1/2）
　厚 木 市：減免課税（特定誘致地区　戦略産業　5年間免除、その他　2年間免除、3年間1/5課税）(一般
　　　　　　誘致地区　5年間1/5課税）
　大 和 市：投資金額の10％奨励金＋固定資産税等の1/2を3年間補助（投資促進奨励金）

平塚市の類似・関連事業（同一目的事業等）
　特になし

今後に向けた課題の分析、課題に対する考え方
　企業の投資の動きが活発になってきたことから、関係機関とも協力して効果的な支援や事業のＰＲを図って
いく必要があります。

平成31年度の取組方針
　関係機関と連携を図り制度の周知を進めるとともに、企業へのヒアリング等により、操業しやすい環境を整
備する方策を検討していきます。また、工業用地の確保策について研究していきます。

比較参考値（他自治体での類似事業の例など）

　別紙資料のとおり
平成27年度～平成29年度の実績（上記を除く）

活動指標②

指標名

説明・算定式

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活動指標①

指標名 パンフレット発行部数 部

説明・算定式
「平塚市ビジネス支援ハンドブック」の発行部数
（制度の利用があった企業等へ送付）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
1,000 1,000 1,000 1,000
1,142 1,276 1,397
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【シート番号：１－１（別紙）】

平成27年度～平成29年度の実績（企業立地等促進事業）

項目 平成27年度 平成28年度 平成29年度

件数（新規） 2 4 3

助成額（千円） 83,957 72,456 78,270

件数（新規） 0 1 0

助成額（千円） 0 0 1,412

件数（新規） 0 2 0

助成額（千円） 4,399 0 3,983

件数（新規） 0 0 1

助成額（千円） 15,000 0 0

件数（新規） 0 0 0

助成額（千円） 0 0 0

件数（新規） 2 2 0

助成額（千円） 0 5,300 1,000

件数（新規） 2 0 2

助成額（千円） 1,969 0 1,512

※中小企業設備投資促進助成以外の新規の補助金交付は、翌年度以降

中小企業設備投資促進助成

企業立地促進補助金

施設整備助成

市内発注奨励助成

企業立地奨励助成

環境設備助成

新規雇用助成

持続可能な経営奨励助成
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【シート番号：１－２】       

○事業の位置付け

○事業の概要、年度別事業内容、事業費

（単位：千円）

利子補給金16,059千円
経営改善計画策定支援補助金268千円

貸付金 1,500,000 中小企業融資制度資金預託金1,500,000千円
合計 1,546,263

事業費内訳
（平成29年度）

費目 決算額 内訳
報酬 0 ﾁｬﾚﾝｼﾞｱｯﾌﾟ審査会委員報酬0円
賃金 2,330 臨時職員（金融総合案内窓口）賃金2,330千円
報償費 135 海外展開支援講座報償費135千円
需用費 40 消耗品（ひらビズ広報用チラシ）40千円
委託料 750 中小企業経営支援委託料750千円
負担金、補助及び 43,008 中小企業信用保証料補助金26,681千円
交付金

一般財源 37,171 41,864 46,263 48,978
事業費（A) 1,537,171 1,541,864 1,546,263 1,548,978

財
源
内
訳 その他　特財 1,500,000 1,500,000 1,500,000 1,500,000

県支出金 0 0 0 0
0

国庫支出金 0 0 0 0

起債 0 0 0

目的・目標
　本市融資制度を利用する中小企業が、信用保証料や利子補給の補助を受けて健全な発展が
図られるとともに、課題解決に向けた専門家派遣や、経営改善相談を通じて、経営の安定が
図られています。

事業の概要

　中小企業の経営の安定等を図るため、事業資金の融資のほか、窓口の開設や専門家派遣に
よる経営改善相談を行います。また、海外展開への支援や、販路の拡大等、事業者の経営課
題に応じた支援を行います。

事業詳細

１　金融相談窓口
　　中小企業への融資に関する国・県・市の様々な情報を、一つの窓口で提供することにより、融資
　を受ける中小企業者への利便性を確保し、申請から融資までの迅速な対応を行います。
２　チャレンジアップ資金
　　平成１７年度に創設された市独自の無担保無保証人融資制度で、「経営革新事業支援資金」と
　「新創業支援資金」の２種類の融資を行います。
３　ひらつかビジネス応援窓口
　　市内中小企業のライフステージごとに生じる様々な経営課題の解決を図るため、中小企業支援の
　専門知識・経験を有する金融機関と連携して相談窓口を開設します。
４　平塚市中小企業融資制度
　　中小企業の事業活動に必要な資金の融資の円滑化を図り、市内の中小企業の健全な育成振興に資
　するため、平塚市中小企業融資制度要綱等に基づく融資資金の預託、信用保証料の補助及び利子補
　給を行います。
５　事業承継支援
　　市内事業者の円滑な事業承継を促進するため、事業承継セミナーの開催や、事業承継ネットワー
　クによる支援を行います。
６　海外展開支援
　　海外展開を目指す企業を対象に、英文ビジネスメールの活用方法に関する講座を開催します。

上位施策
への貢献

　中小企業の経営の安定化や事業拡大を図るため、事業資金の融資や事業者の経営課題に応
じた支援を進めることで、基幹産業の競争力強化に寄与しています。

平成27年度
決算額

平成28年度
決算額

平成29年度
決算額

平成30年度
予算額

取組（事業）シート

実施計画事業名 中小企業経営支援事業

事業担当
部・局、課、担当名

産業振興部　産業振興課　産業活性化担当、企業支援・労政担当

重点施策名 Ⅰ　強みを活かしたしごとづくり

個別施策名 （１）基幹産業の競争力を強化する
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【シート番号：１－２】       

○事業の実績
単位

目標
実績

単位

目標
実績

○事業分析

○次年度以降の取組

○参考資料

平成29年度の主な取組と成果
　融資制度や各種補助金制度を実施するとともに、金融機関等と協議・調整を図りながら、融資制度の見直し
を行いました。また、平塚商工会議所と共催して事業承継セミナーの開催や専門家派遣等を行うとともに、中
小企業の経営支援における連携に関する協定に基づき「ひらつかビジネス応援窓口」を推進することで、創業
や販路拡大、人材確保等、中小企業のライフステージに応じた様々な経営課題に対する支援を実施しました。

　小田原市、茅ヶ崎市、厚木市、大和市をはじめとする県内市町村でも、融資制度及び信用保証料補助・利子
補給等の補助制度を設けています(小田原市は利子補給制度なし)。

平塚市の類似・関連事業（同一目的事業等）
　特になし

今後に向けた課題の分析、課題に対する考え方
　経営基盤の強化を推進するため、経済情勢や事業者のニーズ等を反映した、より利用しやすい融資制度につ
いて引き続き関係機関と検討し、各種制度の充実を継続的に図っていく必要があります。また、円滑な事業承
継の促進などの経営課題の解決に向け、平塚商工会議所などの関係機関と連携して事業者に寄り添った支援を
継続的に実施していく必要があります。

平成31年度の取組方針
　経営基盤の強化を推進するため、経済情勢や事業者のニーズ等に応じた金融面での支援のほか、関係機関と
の連携によるセミナーの開催や経営相談など、経営課題に対して総合的に支援を実施していきます。

比較参考値（他自治体での類似事業の例など）

平成27年度～平成29年度の実績（上記を除く）
　別紙資料のとおり

活動指標②

指標名

説明・算定式

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活動指標①

指標名 「金融のしおり」発行部数 部

説明・算定式
「金融のしおり」の発行部数
（制度の利用があった企業等へ送付）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
3,000 3,000 3,000 3,000
2,950 3,050 3,250
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【
シ
ー
ト
番
号
：1
－
2
（別
紙
）
】

平
成
2
7年
度
～
平
成
2
9年
度
の
実
績
（
中
小
企
業
経
営
支
援
事
業
）

項
目

平
成
2
7年
度
平
成
2
8年
度
平
成
2
9年
度

相
談
件
数

3
80

3
39

3
25

件
数

0
1

0

融
資
額
（
千
円
）

0
2
,
0
0
0

0

件
数

2
4

4

融
資
額
（
千
円
）

6
,
3
0
0

1
8
,
0
0

0
1
7
,
0
0

0

相
談
件
数

-
-

2
61

件
数

2
14

2
57

2
40

金
額
（
千
円
）

1
,
9
4
5
,
5
7

0
2
,
0
7
4
,
9
7

0
2
,
5
0
5
,
6
5

1

件
数

1
37

1
83

2
02

補
助
額
（
千
円
）

1
8
,
4
3

2
2
2
,
7
4

7
2
6
,
6
8

1

件
数

3
87

3
91

4
74

補
給
額
（
千
円
）

1
4
,
0
7

2
1
4
,
5
8
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【シート番号：１－３】       

○事業の位置付け

○事業の概要、年度別事業内容、事業費

（単位：千円）

合計 0

事業費内訳
（平成29年度）

費目 決算額 内訳
補助金 0
報償費 0

一般財源 2,000 1,620 0 1,740
事業費（A) 2,000 1,620 0 1,740

財
源
内
訳 その他　特財 0 0 0 0

県支出金 0 0 0 0
0

国庫支出金 0 0 0 0

起債 0 0 0

目的・目標
　技術開発や新製品が開発され、産業の活性化が図られています。

事業の概要

　中小企業者等の経営の安定化を図るため、産学公の共同研究による新製品、技術開発等の
事業化を支援します。

事業詳細

　市内事業者（中小企業、個人事業主）が、大学、短期大学、高等専門学校、国公立試験研
究機関、独立行政法人の試験研究機関等と共同研究にかかる契約を締結し、次の条件全てを
満たしている場合に補助対象者となります。
 ・市内において引き続き1年以上事業を営んでいること
 ・市税の滞納がないこと

　補助金の額は予算の範囲内で契約金額（共同研究経費分に限る）の2分の1に相当する額以
内とし、50万円を限度とする。
　補助対象の経費は、大学等との共同研究に係る経費で、次に掲げるもののうち市長が適当
と認めるもの
 ・製品の開発及び改良に関する経費
 ・技術の開発及び改良に関する経費
 ・製造又は生産方法の開発及び改良に関する経費
 ・さがみロボット産業特区を活用する目的で委託・外注により行う市場調査に関する経費

上位施策
への貢献

　自社のみでは困難な新製品や新技術の開発を産学公の連携によって実現することで、基幹
産業の競争力の強化に寄与しています。

平成27年度
決算額

平成28年度
決算額

平成29年度
決算額

平成30年度
予算額

取組（事業）シート

実施計画事業名 産学公共同研究支援事業

事業担当
部・局、課、担当名

産業振興部　産業振興課　企業支援・労政担当

重点施策名 Ⅰ　強みを活かした仕事づくり

個別施策名 （１）基幹産業の競争力を強化する
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【シート番号：１－３】       

○事業の実績
単位

目標
実績

単位

目標
実績

○事業分析

○次年度以降の取組

○参考資料

平成29年度の主な取組と成果
　製品の特性や信頼性向上などに関する市内企業と大学との共同研究について、企業から3件相談がありまし
たが、補助対象となる案件はありませんでした。

　類似事例：厚木市「産学共同研究事業補助金」　補助対象経費の2分の1以内。上限80万円。
　類似事例なし：小田原市、茅ヶ崎市、大和市

平塚市の類似・関連事業（同一目的事業等）
　波力発電関連分野での新産業創出促進事業：東京大学生産技術研究所林研究室、平塚市、市内外の企業、団
体等で組織する「平塚海洋エネルギー研究会」を開催し、産学公の研究開発を進めている。

今後に向けた課題の分析、課題に対する考え方
　市場の開拓も視野に、中小企業等のニーズと大学等のシーズを結びつける機会の創出を図る必要がありま
す。

平成31年度の取組方針
　（仮称）平塚市産業振興計画２０２４に基づき、セミナーやテクノフェア等の事業を実施する過程で中小企
業のニーズや大学のシーズを把握するとともに、情報交換の機会を充実させ、産学の連携を推進していきま
す。

比較参考値（他自治体での類似事業の例など）

平成27年度～平成29年度の実績（上記を除く）

活動指標②

指標名

説明・算定式

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活動指標①

指標名 パンフレット発行部数 部

説明・算定式
「平塚市ビジネス支援ハンドブック」の発行部数
（制度の利用があった企業等へ送付）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
1,000 1,000 1,000 1,000
1,142 1,276 1,397
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【シート番号：１－４】       

○事業の位置付け

○事業の概要、年度別事業内容、事業費

（単位：千円）

取組（事業）シート

実施計画事業名 テクノフェア推進事業

事業担当
部・局、課、担当名
重点施策名 Ⅰ　強みを活かしたしごとづくり

産業振興部　産業振興課　企業支援・労政担当

個別施策名 （１）基幹産業の競争力を強化する

目的・目標

　企業間の連携・取組の促進、企業と大学等との技術交流が行われ、工業の活性化が図られ
ています。

事業の概要

　企業等が製造した製品の展示やサービスをＰＲすることが出来るビジネスマッチングイベ
ントを開催することで、受発注や交流などのビジネスチャンスを創出し、工業の活性化を図
ります。

事業詳細

　湘南ひらつかテクノフェアは、産学公の連携強化と業界の枠を超えた情報の発信、収集、
交流を広範囲に展開し、技術・製品の販路拡大のほか、ビジネスチャンスの創出と地域産業
の振興を図ることを目的としたビジネスマッチングイベントです。基幹産業である工業の活
性化に繋げるため、湘南ひらつかテクノフェア実行委員会に対し、補助金を交付していま
す。
　事業の運営は主催が平塚商工会議所、主管が湘南ひらつかテクノフェア実行委員会となっ
ています。なお、実行委員会には、平塚商工会議所や市内企業のほか、市内大学、神奈川
県、平塚市も含まれています。

上位施策
への貢献

　例年、当該イベントには本市に立地する企業を中心に多くの出展者があり、企業の受発注
や交流などのビジネスチャンスの創出が図られていることから、個別施策の「基幹産業の競
争力を強化する」の達成に寄与しています。

平成27年度
決算額

平成28年度
決算額

平成29年度
決算額

平成30年度
予算額

0 0 0 0

0

国庫支出金 0 0 0 0

起債 0 0 0

一般財源 2,800 2,600 2,600 2,600

事業費（A) 2,800 2,600 2,600 2,600

財
源
内
訳 その他　特財 0 0 0 0

県支出金

事業費内訳
（平成29年度）

費目 決算額 内訳

補助金 2,600 湘南ひらつかテクノフェア2017推進事業補助2,600千円

合計 2,600
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【シート番号：１－４】       

○事業の実績
単位

目標
実績

単位

目標
実績

○事業分析

○次年度以降の取組

○参考資料

平成27年度～平成29年度の実績（上記を除く）

91

活動指標①

指標名 テクノフェア出展企業・団体数 団体

説明・算定式 テクノフェアへの出展企業・団体数

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
120 120 120 120
106 99

平成29年度の主な取組と成果
　91の企業・団体が参加する湘南ひらつかテクノフェアを３日間開催し、販路の拡大や企業間等の交流を促進
しました（約7,670人が来場）。なお、出展者及び来場者に対し行ったアンケートから次の結果が得られていま
す。
【出展者】
「出展効果はあったか」という質問に対し、75％の団体が「企業（製品）PRできた」「市場調査の場になっ
た」「他企業の動向等がつかめた」と回答
【来場者】
「来場の目的が達成できたか」という質問に対し、85％の方が「十分達成された」「ほぼ達せられた」と回答

今後に向けた課題の分析、課題に対する考え方
　近年、来場者の減少に伴い、出展者数が減少傾向にあります。テクノフェアは例年開催しているイベントで
あり、平成29年度で13回目を迎えました。そのため、来場者にとってマンネリ感が出てきていることも考えら
れるため、出展者ブースの見せ方を工夫するほか、来場者の増加に繋がるような新たなイベントや講演会を開
催する必要があると考えています。

平成31年度の取組方針
　主催者である平塚商工会議所と連携し、出展者を募集するとともに、来場者の増加に繋がるような新しいイ
ベントの創出を支援します。

比較参考値（他自治体での類似事業の例など）

活動指標②

指標名

説明・算定式

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

　特になし

　主に工業を対象としたビジネスマッチングイベントを開催している自治体は少なく、近隣では湘南ひらつか
テクノフェアを含め３つしか存在しません。なお、残り２つのイベントは次のとおりです。

【第39回工業技術見本市 「テクニカルショウヨコハマ2018」】
　日程：平成30年2月7日(水)～9日(金)3日間
　主催：公益財団法人神奈川産業振興センター、一般社団法人横浜市工業会連合会、神奈川県、横浜市
　出展者数：800社・団体
　来場者数：36,056人

【テクノトランスファーinかわさき2017 ―第30回先端技術見本市―
　日程：平成29年7月12日(水)～14日(金) 3日間
　主催：公益財団法人神奈川産業振興センター、神奈川県、川崎市
　出展者数：118社・団体
　来場者数：7,905人

平塚市の類似・関連事業（同一目的事業等）
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【シート番号：１－５】       

○事業の位置付け

○事業の概要、年度別事業内容、事業費

（単位：千円）

取組（事業）シート

実施計画事業名 商店等魅力アップ推進事業

事業担当
部・局、課、担当名
重点施策名 Ⅰ　強みを活かしたしごとづくり

産業振興部　商業観光課　商業担当

個別施策名 （１）基幹産業の競争力を強化する

目的・目標
　商業者の経営強化や魅力ある個店づくりがされています。

事業の概要

　商業者の経営強化のためのアドバイザー派遣等を実施します。また、個店の魅力づくりの
ための活動を支援します。

事業詳細

１ 個店アドバイザー派遣
　 専門知識や経験を有するアドバイザーを派遣し、個店における販売促進や経営に関する支援を行い
　ます。

２ 商業経営セミナー開催
　 商業者の経営強化を図るため、商店経営者、後継者及び従業員を対象に講習会を開催します。

３ 平塚逸品研究会活動への支援
　　新規顧客の開拓、リピーターの確保のため、自店お勧めの逸品を発掘、開発するための商業者グ
　ループの活動に対して支援します。

４　匠の店認定事業
　　手作業にこだわり、伝統的な技や卓越した技術等により、自店又は自社で製造した製品を販売す
　る店舗及びサービスの提供を行う店舗を「匠の店」として認定するとともに、リーフレットの配布
　や匠の店を巡るツアーなどの実施を通じ、消費者に広く周知します。

上位施策
への貢献

　個店の魅力化を図るため、個店アドバイザー派遣事業等を推進することで、基幹産業の競
争力強化に寄与しています。

平成27年度
決算額

平成28年度
決算額

平成29年度
決算額

平成30年度
予算額

財
源
内
訳

国庫支出金

起債
県支出金

その他　特財
一般財源 1,355 1,214 1,434 1,557

事業費（A) 1,355 1,214 1,434 1,557

事業費内訳
（平成29年度）

費目 決算額 内訳

報償費

需用費

個店アドバイザー謝礼640千円、商業経営セミ
ナー講師謝礼40千円等
匠の店認定事業リーフレット印刷148千円等

1,224

210

合計 1,434
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【シート番号：１－５】       

○事業の実績
単位

目標
実績

単位

目標
実績

○事業分析

○次年度以降の取組

○参考資料

活動指標①

指標名 アドバイザー派遣等実施回数（平成28年度から） 回

説明・算定式 アドバイザー派遣店舗数、平塚逸品研究会開催回数ほか

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
― 22 22 22
― 33 28

活動指標②

指標名

説明・算定式

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成29年度の主な取組と成果
　伝統的な技術や独自のサービスがある店舗を「匠の店」として認定するとともに、大型商業施設での体験事
業やリーフレットの作成により、個店の魅力をＰＲしました。また、専門知識や経験を有するアドバイザーの
派遣や自店お勧めの品を打ち出す「平塚逸品研究会」の取組の促進により、個店における販売促進や経営に関
する支援を行うとともに、商工会議所等と連携して商業経営セミナーを開催し、個店の魅力づくりと経営強化
を促進しました。

今後に向けた課題の分析、課題に対する考え方
　個店の経営強化のための取組に対し引き続き支援するとともに、「匠の店」など個店の魅力をより高めるた
め、商品以外の価値を提供できる店舗づくりを継続して進めることが必要です。

平成31年度の取組方針
　個店の経営支援等を行うアドバイザーを派遣するとともに、消費者ニーズに対応し、個店の経営合理化を促
進するセミナー等を開催します。また、「匠の店」等を活用した「まちゼミ」や「まち歩き」の実施など、商
品だけではなく専門的な知識や体験等の価値も提供できる店舗づくりを促進します。

比較参考値（他自治体での類似事業の例など）

　特になし
平塚市の類似・関連事業（同一目的事業等）

平成27年度～平成29年度の実績（上記を除く）

平塚市 小田原市 茅ヶ崎市 厚木市 大和市
29年度 39 - - 32 -
28年度 31 - - 31 -
27年度 18 - - 25 -

※魅力化実施店舗数：個店アドバイザーを派遣した店舗数（累計）
※小田原市、茅ヶ崎市、大和市では個店に対するアドバイザー派遣事業は実施していない。

魅力化実施店舗数（累計）

27年度 28年度 29年度
個店アドバイザー派遣店舗数 8 13 8
商業経営セミナー開催数 2 2 2
匠の店認定店舗数 1 2 2
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【シート番号：１－６】       

○事業の位置付け

○事業の概要、年度別事業内容、事業費

（単位：千円）

合計 4,583

事業費内訳
（平成29年度）

費目 決算額 内訳
報償費 80 商店街アドバイザー派遣60千円等

補助金 4,503
中心街活性化事業補助金1,526千円、にぎわい創
出事業補助金2,977千円

事業費（A) 167,804 5,976 4,583 6,780
一般財源 167,804 5,976 4,583 6,780
その他　特財

県支出金財
源
内
訳

国庫支出金

起債

平成27年度
決算額

平成28年度
決算額

平成29年度
決算額

平成30年度
予算額

事業の概要

　商店街の活性化を促進するため、商店街団体等が行う交流事業や販売促進活動事業を支援
します。

事業詳細

１　商店街アドバイザー
　　専門知識や経験を有するアドバイザーを派遣し、商店街が抱えている課題の解決や販売
　促進事業の企画立案等の経営支援を行います。

２　中心街活性化事業
　　中心市街地の活性化のため、事業の企画・実施を行う平塚市中心市街地活性化調整協議
　会の運営に対して支援を行います。

３　商店街にぎわい創出事業
　　市民とのふれあい促進、商店街の魅力発信など商店街の活性化を図るため、商店会等が
　行う交流事業や販売促進事業などに対して支援します。

上位施策
への貢献

　商店街の活性化を図るため、商店街が行う共同販売促進事業等に対して支援することで、
基幹産業の競争力強化に寄与しています。

（１）基幹産業の競争力を強化する

目的・目標
　活発な商店街活動により、商店街に人が集まり、にぎわっています。

取組（事業）シート

実施計画事業名 商店街にぎわい創出事業

事業担当
部・局、課、担当名

産業振興部　商業観光課　商業担当

重点施策名 Ⅰ　強みを活かしたしごとづくり

個別施策名
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【シート番号：１－６】       

○事業の実績
単位

目標
実績

単位

目標
実績

○事業分析

○次年度以降の取組

○参考資料

平塚市の類似・関連事業（同一目的事業等）
　中心市街地活性化推進事業【都市整備課】（30年度より）
　持続可能な中心市街地の実現に向け、商業者等との意見交換の場を設け、活性化や利便性向上などのための
施策を検討・実施するとともに、再開発などによる整備を検討します。

今後に向けた課題の分析、課題に対する考え方
　中心商店街の活性化を図るため、大型商業施設との差別化を進め、集客や購買につながる商店街団体等の活
動に継続して支援する必要があります。また、地域商店街においても同様に、個店への来店を促すことに加
え、地域コミュニティの担い手の一つとして顧客との信頼関係を構築するとともに、地域に密着した取組を促
進する必要があります。

平成31年度の取組方針
　商店街アドバイザー派遣などを通じて商店街団体等が抱える課題等の解決に対し支援するとともに、商店街
の活性化を促進するため、販売促進事業や地域コミュニティ事業を支援します。また、「まちゼミ」事業への
実施支援や新規出店希望者に対する家賃補助、店舗改装費補助等を通じ、中心商店街の活性化を図ります。

比較参考値（他自治体での類似事業の例など）

　専門知識や経験を有するアドバイザーを派遣し、商店街が抱えている課題の解決や個店への来店促進につな
がるイベント実施にかかる支援を行いました。商店街のにぎわいを創出するため、様々なイベントや販売促進
活動に対して支援しました。また、中心商店街では個店の魅力を伝える「まちゼミ」事業への実施支援と併せ
て、売り場環境の改善やバリアフリー化に関する店舗改装費等を補助し、商店街の活性化を促進しました。

平成29年度の主な取組と成果

活動指標②

指標名

説明・算定式

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

― 21 21 22
― 17 18

商店街団体等が行う販売促進事業や中心街活性化事業などのうち、市の補
助金を活用している事業の数

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
活動指標①

指標名 補助対象事業数（平成28年度から） 事業

説明・算定式

平成27年度～平成29年度の実績（上記を除く）

千円

平塚市 小田原市 茅ヶ崎市 厚木市 大和市

29年度 6,414 25,803 20,160 8,838 2,954

28年度 7,143 17,956 22,200 8,423 3,292

27年度 6,050 18,733 22,400 8,473 2,134

商店街団体等の販売促進事

業などに対する支援にかかる

予算額

27年度 28年度 29年度
商店街アドバイザー派遣団体数 2 2 1
商店街団体等が実施する販売促進事業など
のうち市の補助金を活用している事業数

- 17 18
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【シート番号：１－７】       

○事業の位置付け

○事業の概要、年度別事業内容、事業費

（単位：千円）

目的・目標
　本市の新たな北部の拠点として、また交通の玄関口としての役割を担う、環境と共生する
まちづくりの具現化が図られています。

取組（事業）シート

実施計画事業名 ツインシティ整備推進事業

事業担当
部・局、課、担当名
重点施策名 Ⅰ　強みを活かしたしごとづくり

都市整備部　都市整備課　ツインシティ整備担当

個別施策名 （１）基幹産業の競争力を強化する

事業の概要

　環境と共生するまちづくりとしてツインシティ整備事業の推進を図るため、区画整理組合
への支援を行います。
　また、周辺部の交通計画の検討を進め、交通網の整備について県に要請します。

事業詳細

・まちづくりを進めるため、都市基盤整備の事業者である区画整理組合（平成27年8月設
　立）への補助金交付や技術的な指導や、助言を行い、道路、公園などの工事の円滑な
　推進を図っています。
・神奈川県東海道新幹線新駅設置促進期成同盟会（県が事務局、10市町等で構成、平成8
　年設立）による、寒川町倉見地区の東海道新幹線新駅誘致に向けたJR東海への要望活動
　などに取り組んでいます。
・周辺部の交通計画として、伊勢原市域とを結ぶ伊勢原大神軸（東西方向道路）や、国道
　129号を補完する平塚愛甲石田軸（南北方向道路）の検討に取り組み、伊勢原市で構成
　する「石田小稲葉線並びに東浅間大島線整備促進協議会」にて、県に対して整備促進を
　要望しています。
・環境と共生したまちづくり実現に向け、県、組合（地域）、立地企業と調整を行ってい
　ます。
・産業系を主体とした土地利用で、従業人口約6千人、計画人口約3千人としています。
・新駅、相模川への新橋、倉見地区のまちづくりを合わせ、県土の新たな南のゲートを形
　成することになります。（北のゲートはリニア中央新幹線の新駅が設置される相模原市
　橋本）

上位施策
への貢献

　環境と共生するまちづくりの具現化を図るため、産業系を中心とした「北の核」を形成す
ることで、産業の競争力を強化することに寄与します。（南の核は平塚駅周辺）

平成27年度
決算額

平成28年度
決算額

平成29年度
決算額

平成30年度
予算額

財
源
内
訳

国庫支出金 10,230 263,010 301,019 597,444

起債 52,900 316,400 379,400
県支出金 878 0 0 0

769,100
その他　特財 0 0 0 0
一般財源 23,415 382,392 70,865 112,374

事業費（A) 87,423 961,802 751,284 1,478,918
内訳

旅費

合計

事業費内訳
（平成29年度）

費目 決算額
173
（内訳）
・組合への県補助金の市負担金74,142千円
・組合への市補助金673,691千円
・伊勢原大神軸計画策定の市負担金2,098千円

・現地駐在事務所の市負担金1,000千円
・期成同盟会の市負担金180千円

負担金補助及び
交付金

751,111

751,284
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【シート番号：１－７】       

○事業の実績
単位

目標
実績

単位

目標
実績

○事業分析

○次年度以降の取組

○参考資料

活動指標①

指標名 新幹線新駅誘致に向けた要望活動回数(28年度から) 回

説明・算定式
　要望活動の実施回数の積み上げ。なお、回数は期成同盟会の事務局
（県）による見直しを行ったため減少しました。（要望相手：JR東海）

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
3 3 3
3 2

活動指標②

指標名

説明・算定式

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成29年度の主な取組と成果
　土地区画整理事業による造成・道路・水路・公園などの工事や埋蔵文化財調査などを進めました。

　　　・造成工事の着手は必要箇所の約8割となりました。
　　　・立地企業の誘致割合は約8割となりました。
　　　・整備促進協議会では要望活動を1回開催しました。

今後に向けた課題の分析、課題に対する考え方
　地元、県、市等との役割分担を明確にするとともに、組合のスケジュールに合わせて事業の進捗を図ること
が必要となります。
　新たな産業拠点の形成のため、早期に立地企業の開業が求められていますが、そのためには錯綜する様々な
工事の調整を着実に進めることが必要となります。
　また、組合を含めた地元、立地企業、県・市等で構成する立地企業推進協議会により、三者協働による環境
と共生したまちづくりを進めるため、エネルギーや景観などについて、より効率的かつ地域特性を踏まえて取
り組んでいく必要があります。

平成31年度の取組方針
　新たな産業拠点の形成のため、土地区画整理事業による道路・水路・公園の工事などを進め、区画整理組合
への支援を行うとともに、関係機関との連携を図ります。
　さらには、環境共生のまちづくり実現のため、より効率的かつ地域特性を踏まえて取り組んでいきます。

比較参考値（他自治体での類似事業の例など）

　特になし

　特になし

平塚市の類似・関連事業（同一目的事業等）

平成27年度～平成29年度の実績（上記を除く）
【平成27年度】
　組合が8月に設立し、土地区画整理事業による造成工事に着手し、埋蔵文化財調査などを進めました。

【平成28～29年度】
　組合では土地区画整理事業による造成・道路・水路などの工事や埋蔵文化財調査などを進めました。

　　※土地区画整理事業の総事業費は約219億円
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重点施策名 Ⅱ 子供を産み育てやすい環境づくり 

個別施策名 （２）安心して子育てができる環境をつくる 

実施計画事業名 担当部署 

1 ファミリーサポート事業 

健康・こども部 保育課 2 民間保育所助成事業 

3 民間保育所施設整備支援事業 

4 吉沢地区地域交流・子育て支援拠点づくり推進事業 

健康・こども部 保育課 

学校教育部 教育総務課 

社会教育部 中央公民館 

5 放課後児童健全育成事業 健康・こども部 青少年課 

6 小児医療費助成事業 健康・こども部 こども家庭課 

 

８ 重点施策Ⅱ 個別施策（２） 
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【シート番号：２－１】       

○事業の位置付け

○事業の概要、年度別事業内容、事業費

（単位：千円）

取組（事業）シート

実施計画事業名 ファミリーサポート事業

事業担当
部・局、課、担当名
重点施策名 Ⅱ 子どもを産み育てやすい環境づくり

健康・こども部　保育課　子育て支援担当

個別施策名 （２）安心して子育てができる環境をつくる

目的・目標
　子育て家庭と地域の人が、互いに信頼し合い助け合いのできる関係を広めていくことで、
子育てしやすい環境がつくられています。

事業の概要

　仕事と育児の両立等、子育てしやすい環境をつくるため、地域の人たちが助け合い、一時
的・臨時的な育児援助活動を行うファミリー・サポート・センターを運営します。

事業詳細

　ファミリー・サポート・センターは、子育ての援助を受けたい方（依頼会員）と子育ての
援助を行いたい方（支援会員）からなる会員組織です。
　利用に当たっては、会員登録をし、講習会を受けた支援会員の中から、依頼会員の希望す
る援助内容に応えることのできる会員を紹介します。援助活動は、支援会員と依頼会員相互
の合意の上で行います。なお、センター（事務局）では、登録された会員同士のマッチング
を行うほか、子育て支援に必要な講習会の開催や情報提供等を行っています。

【登録会員】
　・依頼会員：市内に在住、在勤又は在学する方で、０歳からおおむね９歳までの児童の
　　保護者の方
　・支援会員：市内に在住する心身ともに健康で積極的に援助活動を行うことができる２
　　０歳以上の方
　・両方会員：依頼会員と支援会員を兼ねる方
【援助活動の内容】
　・保育所、幼稚園、小学校及び放課後児童クラブなどへお子さんを送迎すること
　・保育所などの開始前や終了後にお子さんを預かること
　・保護者の病気や冠婚葬祭、学校行事への参加などの際、お子さんを預かること
　・おおむね産後１か月以内の家事援助　など
【依頼会員が支援会員に支払う報酬の額】
　・月曜日～金曜日の６:００～２２：００　７００円/１時間
　・月曜日～金曜日の上記以外の時間帯　　 ９００円/１時間
　・土・日曜日、祝日、年末年始（１２/２９～１/３）の終日　９００円/１時間

上位施策
への貢献

子育てを行う保護者の仕事と育児の両立や女性の就業促進等を図るため、子育ての援助を受
けたい保護者への支援を進めることで、安心して子育てができる環境をつくることに寄与し
ています。

平成27年度
決算額

平成28年度
決算額

平成29年度
決算額

平成30年度
予算額

財
源
内
訳

国庫支出金 0 3,572 4,033 4,033

起債 0 0 0
県支出金 5,400 3,572 4,033 4,033

0
その他　特財 0 0 0 0
一般財源 6,058 3,716 4,417 6,664

事業費（A) 11,458 10,860 12,483 14,730

役務費
委託料

12,483

事業費内訳
（平成29年度）

費目 決算額 内訳
通信費
平塚市ファミリー・サポート・センター事業委託料

156
12,327

合計
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【シート番号：２－１】       

○事業の実績
単位

目標
実績

単位

目標
実績

○事業分析

○次年度以降の取組

○参考資料

活動指標①

指標名 活動件数（平成28年度まで） 件

説明・算定式 支援会員が活動した件数

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
3,650 3,650
2,045 2,478

活動指標②

指標名 会員数（平成29年度から） 人

説明・算定式 ファミリー・サポート・センターの会員数

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
1,530 1,560
1,615

　平成２９年度から預かり中の子どもの安全対策のため、救命講習を支援会員講習会内で実施をしています
が、引き続き安全対策に係る研修を実施するとともに、支援会員の声を聞きながら研修の充実を図っていきま
す。また、積極的なＰＲ活動を行い、支援会員を増やしていきます。

比較参考値（他自治体での類似事業の例など）

今後に向けた課題の分析、課題に対する考え方
　依頼会員の数に対して支援会員数が少ないことから、支援会員数を増やすことが必要です。これまでは、子
育てに手がかかる時期が過ぎ、時間に余裕ができた方が支援会員として活動を多くしていただいていました
が、最近は、仕事に就かれる傾向があるため、事業の趣旨を理解されている依頼会員だった方に支援会員への
移行の働きかけなどが必要です。

平成31年度の取組方針

平成29年度の主な取組と成果
　地域の人たちが助け合って、一時的・臨時的に育児援助活動の支援をするファミリーサポート事業を実施し
たことにより、仕事と育児の両立等子育てがしやすい環境づくりを推進しました。
　会員数：依頼会員1,289人、支援会員284人、両方会員42人
　活動件数：2,798件

・一時預かり事業：民間保育所等における一時預かり事業

　近隣他市のファミリーサポート事業の会員数、活動件数状況は次のとおりです。

平塚市の類似・関連事業（同一目的事業等）

平成27年度～平成29年度の実績（上記を除く）
 比較参考値の項目に記載

平塚市 小田原市 茅ヶ崎市 厚木市 大和市

依頼会員 1,289 1,175 2,958 1,216 1,603
提供（支援）会員 284 380 534 270 137
両方会員 42 71 459 69 12
合計 1,615 1,626 3,951 1,555 1,752

依頼会員 1,195 1,251 2,924 1,135 1,378
提供（支援）会員 275 446 527 259 128
両方会員 45 70 443 70 11
合計 1,515 1,767 3,894 1,464 1,517

依頼会員 1,120 1,202 2,909 1,215 1,140
提供（支援）会員 272 432 535 249 126
両方会員 42 63 467 77 14
合計 1,434 1,697 3,911 1,541 1,280

2,798 6,234 8,849 3,628 11,356
2,478 5,234 8,480 4,204 11,391
2,045 4,125 9,105 4,356 9,516

市名

平成２７年度
年度末時点

平成２７年度

会員数
（人）

援助活動
件数（件）

平成２９年度
年度末時点

平成２９年度

平成２８年度
年度末時点

平成２８年度
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【シート番号：２－２】       

○事業の位置付け

○事業の概要、年度別事業内容、事業費

（単位：千円）

取組（事業）シート

実施計画事業名 民間保育所助成事業

事業担当
部・局、課、担当名
重点施策名 Ⅱ　子どもを産み育てやすい環境づくり

健康・こども部　保育課　保育担当

個別施策名 （２）安心して子育てができる環境をつくる

目的・目標
　民間保育所、認定保育施設及び届出保育施設が入所児童にとって相応しい運営をしていま
す。

事業の概要
　民間保育所、認定保育施設及び届出保育施設に運営費等の一部を助成します。

事業詳細

１　国補助事業
（１）保育エキスパート等研修代替保育士雇用経費補助金（国１/２、県１/４、市１/４）
　　　　国の処遇改善の条件となる研修を受講する保育士の代替保育士雇用経費を対象
２　県補助事業
（１）特別経常費補助金（県１/２、市１/２）
　　　　施設や設備整備のための借入金償還元金を対象
（２）低年齢児受入対策緊急支援事業補助金（県１/２、市１/２）
　　　　保育ニーズの高い低年齢児（０～２歳児）の受入が定員超過することを想定し、
　　　　予め配置基準を超えて保育士を雇用した場合の経費を対象
（３）健康管理体制強化事業補助金（県１/２、市１/２）
　　　　児童の健康管理、感染症の予防等の取組を充実させるために看護師又は保健師を
　　　　雇用した場合の経費を対象
（４）要保護児童等支援事業補助金（県１/２、市１/２）
　　　　ＤＶや児童虐待による要保護児童の受入と支援を行うために保育士を雇用した場合
　　　　の経費を対象
（５）届出保育施設補助金（県１/３、市１/３、事業者１/３）
　　　　児童福祉法の規定に基づき届け出た私設保育施設に対し、児童の健康や安全・衛生
　　　　面での適切な保育水準を確保するための経費を対象
３　平塚市補助事業・貸付事業
（１）借地料助成費（市１０/１０）
　　　　借地を活用し保育所等を運営する際の借地料の施設負担に係る経費を対象
（２）障がい児保育補助金（市１０/１０）
　　　　障がい等により特別な配慮を要する児童の保育を実施するために保育士を雇用した
　　　　場合の経費を対象
（３）保育士定数改善補助金（市１０/１０）
　　　　１歳児クラスにおいて、国基準を超えて保育士を雇用・配置した場合の経費を対象
　　　　　（保育士１人に対し児童６人　→　保育士１人に対し児童４人）
（４）保育士就職促進支援事業貸付金（市１０/１０）
　　　　民間保育所等における保育士確保を支援するため、市外から転入し、勤務開始した
　　　　保育士に対する貸付金事業を行った法人等に対する貸付金

上位施策
への貢献

　本事業における補助制度により、子ども・子育て支援法に基づき国が規定する施設型給付
費のみでは実現できない保育環境の維持・向上を図り、保護者の仕事と育児の両立を支援す
ることで、安心して子育てができる環境づくりに寄与しています。

平成27年度
決算額

平成28年度
決算額

平成29年度
決算額

平成30年度
予算額

財
源
内
訳

国庫支出金 1,434 14,654 2,280 642

起債 0 0 0
県支出金 86,148 93,538 37,946 49,115

0
その他　特財 0 0 119,198 119,924
一般財源 131,903 265,458 82,200 100,803

事業費（A) 219,485 373,650 241,624 270,484

貸付金
238,624
3,000

合計 241,624

国、県、市各種補助金
保育士就職促進支援事業貸付金

事業費内訳
（平成29年度）

費目 決算額 内訳
負担金、補助及び交付金
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【シート番号：２－２】       

○事業の実績
単位

目標
実績

単位

目標
実績

○事業分析

○次年度以降の取組

○参考資料

平成27年度～平成29年度の実績（上記を除く）
 比較参考値の項目に記載

　保育所の自主的で柔軟な施設経営を促進し、入所児童の処遇向上と地域間の均衡の保持を図るために、民間
保育所に運営費を助成します。また、届出保育施設に対し児童健康診断受診料等を助成します。

平成29年度の主な取組と成果
　社会福祉法人等が運営する保育所や認定こども園に対し、国や県の補助事業による補助金を交付し、保育所
の自主的な運営と在籍児童にとって相応しい環境づくりを支援しました。また、本市独自に、障がい児保育、
保育士定数改善補助金を交付し、集団生活はできるが配慮を要する児童の保育や、１歳児クラスの保育士配置
を国の基準である１：６（保育士１人に対し児童６人）から１：４へ向上させ、保育環境の向上と保育士負担
の軽減を図ることができました。

比較参考値（他自治体での類似事業の例など）

　特になし

　別紙資料（管内民間保育施設の施設数、入所児童数一覧表）

平塚市の類似・関連事業（同一目的事業等）

今後に向けた課題の分析、課題に対する考え方
　国や県の補助制度を活用し、教育や保育の質の向上による児童の処遇改善、保育士確保や保育士の就労環境
の向上、更には、高まる保育需要に対応できるよう、随時、補助等の内容を見直していく必要があります。

平成31年度の取組方針

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

19 19

活動指標②

指標名

説明・算定式

平成29年度 平成30年度
15 19 19

活動指標①

指標名 障がい児保育費補助園数（障がい児保育実施民間園数） 園

説明・算定式

平成27年度 平成28年度
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【シート番号：２－３】       

○事業の位置付け

○事業の概要、年度別事業内容、事業費

（単位：千円）

取組（事業）シート

実施計画事業名 民間保育所施設整備支援事業

事業担当
部・局、課、担当名
重点施策名 Ⅱ　子どもを産み育てやすい環境づくり

健康・こども部　保育課　運営整備担当

個別施策名 （２）安心して子育てができる環境をつくる

目的・目標
　入所児童の生活環境等が改善されています。

事業の概要

　保育環境の向上のため、民間保育所の施設整備及び小規模修繕等にかかる経費の一部を助
成します。

事業詳細

　児童福祉法に基づく保育所の施設整備を行うことにより、入所児童の安全性や生活環境の
向上を図る保育事業を行う社会福祉法人等に対して補助金を交付します。

１　民間保育所小規模修繕等施設整備費補助金
　　民間保育所の小規模修繕等施設整備に要する費用に対し、市単独の補助金を交付しま
　す。
　　補助基準額(１００万円)に対する補助率は２分の１（補助額の上限は５０万円）とし、
　補助基準額と実際に設置者が負担した額とを比較して、いずれか少ない額に補助率をかけ
　た額を補助金として交付します。
２　民間保育所施設整備費等補助金
　　民間保育所の施設整備等の事業のうち、国の交付要綱により助成の対象となった事業に
　要する費用に対し、補助金を交付します。
　　対象事業費に対する負担割合としては、国が３分の２、市が１２分の１、事業者が４分
　の１となっています。
３　認定こども園における防犯対策整備事業補助金
　　認定こども園における防犯対策整備に係る事業のうち、県の交付要綱により助成の対象
　となった事業に要する費用に対し、補助金を交付します。
　　対象事業費に対する負担割合としては、国が２分の１、市が４分の１、事業者が４分の
　１となっています。

上位施策
への貢献

　民間保育所入所児童の安全性や生活環境の向上を図るため、民間保育所の施設整備や小規
模修繕等を支援することにより、安心して子育てができる環境づくりに寄与しています。

平成27年度
決算額

平成28年度
決算額

平成29年度
決算額

平成30年度
予算額

財
源
内
訳

国庫支出金 0 12,191 27,478 820,459

起債 0 0 0
県支出金 270,964 0 0 0

0
その他　特財 13,939 0 3,299 102,558
一般財源 22,432 222,244 3,224 2,500

事業費（A) 307,335 234,435 34,001 925,517

事業費内訳
（平成29年度）

費目 決算額 内訳
補助金 34,001

合計 34,001

小規模修繕等施設整備費補助金（対象5施設）2,500千円

施設整備費等補助金（対象１施設）29,692千円

防犯対策整備事業補助金（対象１施設）1,809千円
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【シート番号：２－３】       

○事業の実績
単位

目標
実績

単位

目標
実績

○事業分析

○次年度以降の取組

○参考資料

平成27年度～平成29年度の実績（上記を除く）
 比較参考値の項目に記載

活動指標①

指標名 入所児童の生活環境等の改善が図られた保育所数 園

説明・算定式 延べ実施保育所数

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
7 5 7 7
7 5 6

活動指標②

指標名

説明・算定式

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成29年度の主な取組と成果
　民間保育所５園に対して小規模修繕等施設整備に係る経費の一部を助成することにより、入所児童の処遇向
上を図りました。併せて民間の認定こども園１園に対し、防犯対策整備事業に係る経費の一部を助成すること
により、防犯対策の向上を図りました。また、平成３０年度完成予定の高村保育園の園舎建替工事について、
施設整備費の一部を助成し、定員増加(１２０人→１３５人)を図ることにより、待機児童解消のための保育の
受け皿確保に寄与しました。

今後に向けた課題の分析、課題に対する考え方
　保育所の施設の老朽化が進む中、入所児童の安全、衛生面等の生活環境の改善は不可欠であるため、小規模
修繕等が必要です。また、待機児童解消のための保育の受け皿確保に向けて、民間保育所の施設整備の支援が
必要です。

平成31年度の取組方針
　比較的保育需要が高い地域を中心に、認可保育所の新設や既存園の改修による定員拡大など、待機児童解消
のための保育の受け皿確保に向けた民間保育所施設整備への支援を進めていきます。

比較参考値（他自治体での類似事業の例など）

１ 民間保育所助成事業
(１)目的
　　民間保育所に運営費等の一部を助成することにより、児童の処遇改善や保育環境の向上を図ることを目的
　としています。
(２)事業概要
　　１歳児クラスの職員加配への補助など、民間保育所への運営費の一部を助成しています。

２ 公立保育所等施設整備事業
(１)目的
　　公立保育所等施設の適正な維持管理により、入所児童の安全や保育環境の向上を図ることを目的としてい
ます。
(２)事業概要
　　老朽化した公立保育園等の施設改修や小規模修繕等を実施しています。

　民間の認可保育所及び認定こども園の整備（新築及び増改築等）に対し、国又は県費による助成を行った事
業件数（総事業費1千万円未満のものを除く）。
　なお、事業が複数年にまたがる場合には、事業完了年度でカウントしています。

　　※（　）内は認定こども園の件数

平塚市の類似・関連事業（同一目的事業等）
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【シート番号：２－４】       

○事業の位置付け

○事業の概要、年度別事業内容、事業費

（単位：千円）

取組（事業）シート

実施計画事業名 吉沢地区地域交流・子育て支援拠点づくり推進事業

事業担当
部・局、課、担当名
重点施策名 Ⅱ 子どもを産み育てやすい環境づくり

健康・こども部保育課、学校教育部教育総務課、社会教育部中央公民館

個別施策名 （２）安心して子育てができる環境をつくる

目的・目標
　市民が複合施設を快適に利用し、生涯学習や地域活動が円滑に行われ、また、子育てしや
すい環境が整っています。

事業の概要

　吉沢公民館の建て替えを進めるとともに、耐震改修や老朽化対策が必要な土屋幼稚園、吉
沢保育園について、安全確保や子育て支援の強化のため、認定こども園の整備を進めます。

事業詳細

　現吉沢公民館（前吉沢小学校跡）の敷地の東側のスペースを活用して公民館の建て替え、
移転を行ったのち、現公民館を解体し、跡地に認定こども園を建設します。
　土屋幼稚園及び吉沢保育園について、少子化の進展、保育需要の変化、施設の老朽化や耐
震への対応の必要性から統合し、国・県補助による財源が見込めることから民間事業者によ
る認定こども園を開設します。

上位施策
への貢献

　地域活動拠点の強化・充実のため、地域の公民館及び子育て施設の建て替えを進めること
で安心して子育てができる環境づくりに寄与しています。

平成27年度
決算額

平成28年度
決算額

平成29年度
決算額

平成30年度
予算額

財
源
内
訳

国庫支出金

起債
県支出金

その他　特財
一般財源

事業費（A) 0 0 0 0

事業費内訳
（平成29年度）

費目 決算額 内訳

合計 0
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【シート番号：２－４】       

○事業の実績
単位

目標
実績

単位

目標
実績

○事業分析

○次年度以降の取組

○参考資料

平成27年度～平成29年度の実績（上記を除く）
【平成27年度】
　平成28年3月17日　　平塚市子ども・子育て会議公立園の在り方検討部会
　　　　　　　　　 　「公立幼稚園及び公立保育園の今後の方向性について」
　平成28年3月17日　　平塚市子ども・子育て会議
　　　　　　　　　 　「公立園の在り方検討部会の報告」
【平成28年度】
　平成28年4月23日　　第１回吉沢地区住民説明会の開催（吉沢）
　平成28年4月28日  　第１回吉沢地区住民説明会の開催（土屋）

　平成29年2月 6日　　平塚市子ども・子育て会議公立園の在り方検討部会
　　　　　　　　　　 「平塚市幼保一元化に関する公立園の見直しについて」
　
　平成29年3月14日　　平塚市子ども・子育て会議
　　　　　　　　　　「公立園の在り方検討部会の報告」
【平成29年度】
　平成29年4月 8日　　吉沢保育園保護者会での説明を実施

　平成29年4月30日　　第２回吉沢地区住民説明会の開催

活動指標①

指標名 人

説明・算定式

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

活動指標②

指標名

説明・算定式

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成29年度の主な取組と成果
　現吉沢公民館敷地内に公民館、認定こども園を整備するにあたり、庁内研究、地元説明会を重ね、敷地測量
を実施し、新公民館と認定こども園の敷地を大まかに区分しました。

今後に向けた課題の分析、課題に対する考え方
　地域の交流・子育て支援拠点として、地区公民館との関わり合いについて、地域と調整をする必要がありま
す。
　公民館との敷地区分に応じた土地の活用手法の具体の検討が必要となるため、民間事業者がこども園を設置
する際の開発手続き面や公募要項上必要となる事項の整理が必要です。
　実際の事業者公募が数年先になるため、幼児教育を所管する教育委員会とも協議し、どの程度の規模の施設
が必要かニーズの把握と分析が必要です。

平成31年度の取組方針
　新吉沢公民館の整備事業の進捗について中央公民館との情報交換を密に行い、地域や教育委員会と連携し、
子育て支援施設としてのこども園の整備方針の策定準備を進めます。

比較参考値（他自治体での類似事業の例など）

　民営化では、公立の金田保育園を平成２８年４月から近隣公有地へ民間の「サンキッズ金田ほいくえん」と
して開園しました。また、公立花水台保育園を解体後、平成３０年度に民間園として整備開園を予定していま
す。
　こども園化では、公立の港幼稚園と須賀保育園を統合し、平成２９年４月から公立の港こども園として開園
しました。

　特になし

平塚市の類似・関連事業（同一目的事業等）

-41-



【シート番号：２－５】       

○事業の位置付け

○事業の概要、年度別事業内容、事業費

（単位：千円）

専用施設のリース料（２施設）

委託料・その他委託 251,725 指定管理以外の３７クラブに対する事業委託料と減免委託料

4,526

12
30

7,742
1,134
18,873

放課後児童クラブ職員研修会外部講師謝礼

ファイル、ゴム印、合鍵ほか

神田小学校余裕教室移設、岡崎小学校余裕教室移設ほか

専用施設４か所、小学校余裕教室６か所の警備業務委託

指定管理委託料（３クラブ）と減免委託料

需用費・施設修繕料

委託料・施設管理

使用料及び賃借料

合計 284,042

委託料・指定管理委託
事業費内訳
（平成29年度）

費目 決算額 内訳
報償費

需用費・消耗品費

事業費（A) 260,900 268,449 284,042 376,579
一般財源 119,928 118,603 120,857 136,559
その他　特財 1,368 2,461 16,654

県支出金 140,972 74,239 80,362 111,683財
源
内
訳

国庫支出金 74,239 80,362 111,683

起債

平成27年度
決算額

平成28年度
決算額

平成29年度
決算額

平成30年度
予算額

事業の概要

　保護者が就労等により昼間家庭に居ない小学校児童に対し、適切な遊び及び生活の場を与
えその健全な育成を図る事業で、本市においては放課後児童クラブを運営する団体等に委託
実施しています。安全・安心な保育環境実現のため、民間借家の放課後児童クラブを小学校
の余裕教室への移設を進めます。

事業詳細

   実施主体である当市との委託契約により、次のとおり40か所で放課後児童クラブを運営
しています。

【運営母体】
  保護者会：16か所　社会福祉法人：14か所　学校法人：2か所 社団法人：1か所
  地域運営委員会：1か所　民間保育団体：3か所　NPO法人：3か所
【施設区分】
  民間借家：18か所　専用施設：4か所　余裕教室：9か所　保育園施設：3か所
  幼稚園施設：2か所　分庁舎内：3か所　公共施設（こども園）：1か所

上位施策
への貢献

  放課後や週末等に児童が安心して生活できる居場所を確保するため、待機児童が発生しな
いよう計画的にクラブを増設することで、安心して子育てができる環境をつくることに寄与
しています。
　

目的・目標
　児童の健全育成が図られるとともに、仕事と子育ての両立が実現しています。

個別施策名 （２）安心して子育てができる環境をつくる

取組（事業）シート

実施計画事業名 放課後児童健全育成事業

事業担当
部・局、課、担当名
重点施策名 Ⅱ　子どもを産み育てやすい環境づくり

健康・こども部　青少年課　青少年育成担当
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【シート番号：２－５】       

○事業の実績
単位

目標
実績

単位

目標
実績

○事業分析

○次年度以降の取組

○参考資料

活動指標①

指標名 施設設備に係る協議回数 回

説明・算定式
公共施設管理者や既存利用団体との交渉等の回数、専用施設建設に係る交
渉等の回数

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
10 10 10 10
10 10 10

活動指標②

指標名

説明・算定式

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度

平成29年度の主な取組と成果
　市内４０か所の放課後児童クラブに事業の実施を委託しました。
　小学校の余裕教室へ２クラブの移設と既存２クラブの分割を実施しました。
　（分割した２クラブのうち１クラブは平成２９年１０月実施）

今後に向けた課題の分析、課題に対する考え方
　働き方の多様化や女性の活躍促進等により放課後児童クラブに対するニーズは高いものがあります。このた
め各地区の状況を把握し、必要に応じて既存クラブの分割等の対応が求められます。また、利用児童の安全・
安心のため、民間借家で運営されている放課後児童クラブは、小学校の余裕教室への移設を進めていく必要が
あります。

平成31年度の取組方針
　小学校の児童数は、全体的に減少傾向にありますが、放課後児童クラブ利用希望児童数は増加する見込みで
あるため、必要に応じて既存クラブの分割を行っていきます。また、利用児童及び保護者の安全・安心のため
民間借家で運営している放課後児童クラブについては、小学校の余裕教室への移設を進めていきます。

　直近３か年の待機児童発生クラブ数(５月１日現在）
　２７年度　２クラブ　　２８年度　５クラブ　　２９年度　３クラブ

比較参考値（他自治体での類似事業の例など）

　特になし

　近隣他市の平成29年5月1日時点の実施状況等は別紙のとおりです。

平塚市の類似・関連事業（同一目的事業等）

平成27年度～平成29年度の実績（上記を除く）
 比較参考値の項目に記載
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【シート番号：２－６】       

○事業の位置付け

○事業の概要、年度別事業内容、事業費

（単位：千円）

合計 797,567

ＯＡ機器委託料 2,160 システム改修委託
扶助費 766,105 小児医療助成額、養育医療助成

通信運搬費 1,934 郵便料
手数料 26,670 審査機関審査手数料、電算共同処理手数料

事業費内訳
（平成29年度）

費目 決算額 内訳
消耗品費 104 色上質紙、コピー用紙、事務用品
印刷製本費 594 窓付封筒、医療証封筒、医療証

事業費（A) 732,790 819,101 797,567 812,758
一般財源 599,902 665,277 664,994 685,760

0
その他　特財 0 36,988 8,597 7,414

県支出金 129,672 112,794 120,197 116,001財
源
内
訳

国庫支出金 3,216 4,042 3,779 3,583

起債 0 0 0

平成27年度
決算額

平成28年度
決算額

平成29年度
決算額

平成30年度
予算額

事業の概要

　通院・入院時の医療費を中学校卒業まで助成します。また、未就学児は所得制限なしで医
療費を助成します。

事業詳細

〇医療証の使用について
　医療機関にかかるときに、小児医療証と健康保険証を一緒に医療機関の窓口に提示することで、
　保険診療分については、入院・通院費が無料となります。
〇医療証の交付について
　医療証は、こどもの誕生日月に更新します。毎年、更新時に保護者の所得審査を行い、対象となる
　場合は、新しい医療証を送付します。対象外となる場合には、その旨を通知します。
〇所得制限限度額
　所得制限限度額は、扶養人数によって異なります。こどもの誕生月によって、前年分または前々
　年分の所得金額で所得審査をおこないます。

上位施策
への貢献

　小児の健康増進を図るため、医療費助成を進めることで、安心して子育てができる環境づ
くりに寄与しています。

目的・目標
　小児の健全な育成を支援し、健康増進が図られています。

個別施策名 （２）安心して子育てができる環境をつくる

取組（事業）シート

実施計画事業名 小児医療費助成事業

事業担当
部・局、課、担当名

健康・こども部　こども家庭課　児童手当・医療担当

重点施策名 Ⅱ　子どもを産み育てやすい環境づくり
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【シート番号：２－６】       

○事業の実績
単位

目標
実績

単位

目標
実績

○事業分析

○次年度以降の取組

○参考資料

活動指標①

指標名 医療証発行者数（平成２８年度から） 人

説明・算定式 ３月末現在

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
29,000 29,000 29,000
27,869 27,278

活動指標②

指標名 対象者拡大分の発行者数（平成28年度から中学生も対象となる） 人

説明・算定式 中学生の発行者数

平成27年度 平成28年度 平成29年度 平成30年度
5200 5200 5200

0 4940 4769
平成29年度の主な取組と成果

　中学校卒業までの入院及び通院の医療費助成を行うことで、子どもの健全な育成と健康の増進を図りまし
た。
　医療機関での窓口負担が無いので、安心して医療機関にかかることができ、病気の早期発見、早期治療につ
なげました。

　近隣市の実施状況は別紙のとおりです。

平塚市の類似・関連事業（同一目的事業等）

平成27年度～平成29年度の実績（上記を除く）
 比較参考値の項目に記載

〇生活保護
    医療サービスの費用（費用は直接医療機関へ支払い。本人負担なし)
〇重度障害者医療
    重度障害者の方が、病気やケガで病院や薬局等を利用した際、保険診療の一部負担金を助成します。
〇ひとり親家庭等の医療費助成制度
　　母子家庭あるいは父子家庭にある父又は母及び児童に対し医療保険診療分の助成を行っています。
＊上記の医療費給付制度により医療費が無料となっている場合は小児医療費助成制度の対象とはなりません。

今後に向けた課題の分析、課題に対する考え方
　小児医療費助成について、効率的かつ安定的な制度運営を進め、子どもたちの健康増進を図る必要がありま
す。

平成31年度の取組方針
　医療費の増加抑制のための啓発を行うとともに、県内各市の制度改正の動向を注視しながら、中学校修了前
までの子どもに対する医療費の助成を行います。また、未就学児は所得制限なしで医療費を助成します。

比較参考値（他自治体での類似事業の例など）
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